
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

4,088 ｋｌ

台

ｔ－CO2

連 絡 先

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

メールアドレス

主 た る 事 業
の 内 容

中分類

Ｈ

代表取締役　五十嵐　康之

東京都港区芝浦二丁目10番5号

※
受
付
欄

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

神奈川県川崎市川崎区東扇島30－2

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

担当部署

上記以外の事業者（任意提出事業者）

運輸業，郵便業 

倉庫業

大分類

事業活動地球温暖化対策計画書

主 た る 事 業
の 業 種

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

〒108-8550

東京都港区芝浦二丁目10番5号

03-3451-1017

場合を含む。）の規定により、次のとおり提出します。

食品の冷凍・冷蔵及び保管

五十嵐冷蔵株式会社

47

ＦＡＸ番号

03-3451-0125

規則第４条第１号該当事業者

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

（あて先）川崎市長

担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

施設管理部　施設管理チーム

第１号様式

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第９条第１項（同条第４項において読み替えて準用する

（第１面）

五十嵐冷蔵株式会社

規則第４条第４号該当事業者



（第２面）

計 画 期 間  平成25年度　　～　  　平成27年度

温室効果ガスの排出の量の
削減を図るための基本方針

別添　指針様式第1号の通り

温室効果ガスの排出の量の
削減に向けた組織体制

別添　指針様式第1号の通り

温室効果ガスの排出の量の
削減目標及び温室効果ガス
の排出の量

別添　指針様式第1号の通り

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の内容に係る事項

別添　指針様式第1号の通り

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
に係る事項

別添　指針様式第1号の通り

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第1号の通り

備　　　考

　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　　 ２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　計画書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。



別添資料参照

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第１面）

１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

事業活動地球温暖化対策計画

２　温室効果ガスの排出の量の削減に向けた組織体制

１ 事業者全体基本方針
下記の方針により、積極的な地球温暖化対策を進めていく。
（1）地球温暖化対策に関する取り組みを組織的に行い、継続的に対策を推進していく。
（2）目標を定め、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいく。
（3）温室効果ガス排出量の削減に寄与する製品・設備の利用に取り組んでいく。
２ 市内事業所の基本方針
（1）事業活動地球温暖化対策指針にある基本対策を実施していくことを目標としていく。
（2）事業活動地球温暖化対策指針にある目標対策について検討していく。
（3）温室効果ガスの排出量と密接に関係を持つ数量の使用量とその負荷変動の記録管理をす
る。



　　　　　　経営的視点を踏まえた取り組み

　取締役会等で発言権があるもの

　意思決定に直接具申できる

　権限があるもの

エネルギー管理統括者補佐

(エネルギー管理講習終了者)

別添資料　（会社全体）

エネルギー管理企画推進者 エネルギー管理統括者 

代表取締役社長 

 

施設管理部 
（自社設備等運用管理） 

各事業所等 

及び各部署 

 

大規模事業所 

 

東扇島第一物流センター 

【事業者全体】 

推進委員 推進委員 

省エネルギー推進委員会 



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第２面）

基 準 年 度 年度 目 標 年 度 年度

（実） 7,593 （実） 7,515

（調） 7,577

（実） 1.0 （実） 78

　 イ　基準排出量原単位等と目標排出量原単位等

原 単 位 の 活 動 量 単 位

基 準 年 度 の 値 目 標 年 度 の 値

削 減 率 ％

 延床面積、生産数量
 以外の原単位を使用
 した場合の理由

　 ウ　目標設定に関する考え方

 (２) 温室効果ガスの排出の量の削減目標（全社目標）

21.77

弊社の主たる事業内容は、食品の冷凍・冷蔵及び保管であり、そのエネ
ルギーに密接に関係する値として仕事量である収容トン数、入出庫量、
在庫量。そして、その仕事効率に大きな影響を及ぼす外気温度も考慮し
て、原単位を設定している。
エネルギーの使用量は原油換算値を使用。

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標等（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減目標及び温室効果ガスの排出の量

　 ア　基準排出量と目標排出量

平成24 平成27

基 準 排 出 量 t-CO2目 標 排 出 量t-CO2

当社としては、事業活動に使用するエネルギーの合理化と効率化により消費量を抑制し、地球環
境保全に貢献することを目的とし、削減目標として原単位比で年間1％の削減を目指す。

収容トン数、入出庫量、在庫量

削 減 率

21.54

t-CO2削 減 量

温室効果ガスの排出量原単位の削減を図るため、自社建物についての排出量原単位の値に関係し
ている冷凍設備及び、他設備の年間電気使用量を0.34％削減することを前提に弊社設定の原単位
比で3年間で1.1％の削減を設定した。

1.1

ℓ/ｔ

％



５　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の内容に係る事項

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の内容

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第４面）

 事業所等に係る
 温室効果ガスの
 排出の量の削減
 を達成するため
 の具体的措置

 (第１号、第２
 号、第４号該当
 者等)

 自動車に係る温
 室効果ガスの排
 出の量の削減を
 達成するための
 具体的措置

 (第３号該当者
 等)

○推進体制の整備
本社と市内全センターを含めた組織横断的な委員会を設置し、推進体制を整備
し、各部署間で情報交換を行う。
○主要設備等の保全管理
主要設備について作成している管理標準の運用を実施を継続していく。そし
て、管理標準を定期的に見直す事と共にエネルギー消費に関わる数値を記録管
理して状況を把握しておく。
○成績係数COPによる冷凍機適正管理についても実施計画を立案し、実行して
いけるよう検討していく。
○照明設備の運用管理
照明設備更新時は高効率照明ランプ（Ｈｆランプ又はＬＥＤランプ）の採用を
行なっていく。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第５面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用計画及び前年度末における利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

　 イ　再生可能エネルギー源等の利用計画及び利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

　 ウ　再生可能エネルギー源等の価値の保有計画及び保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

 (３) 基準年度の末日までに完了した主な対策内容

省エネルギー設備の導入に関しては、基準年度以前から検討や取り組みを行っている。
具体的には、これまで次のような取り組みを実施してきている。
○平成20年、東扇島第一の事務所1階にHｆ蛍光灯器具の一部（10灯分）導入。
○平成20年より東扇島第一・東扇島LSSにて故障照明器具についてHf蛍光灯器具に交換。
○平成25年2月、東扇島LSS1階荷捌き室内Hf照明器具へ更新、灯数257灯から192灯に数量減少
し、計算値では年間87,600kwhの削減。
〇外気条件による冷凍空調設備の運転台数の制御。
〇照明設備の使用していない区画の消灯。
〇昇降機の休日営業時での台数制限。
〇給湯設備の曜日、時間帯での運転制御実施。
〇事務用機器の不要時の電源切断及び省電力モードの利用。
〇電気室・機械室の季節に応じた換気の停止。
〇受電設備の設備稼働状況に合わせた進相コンデンサの適正運転。

現在において利用できる再生可能エネルギー源が無く、今後において検討課題としていくことも
視野にいれている。



1.廃棄物の分別化の推進を図る。
弊社業務で発生するラップ・バンド・ダンボールの資源ゴミを分別し、リサイクル業者への引取
りが可能な廃棄物に対しては実施しており、今後においても継続する。

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置に係る事項

７　その他地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項

なし。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第７面）

８　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績

 (１) 事業者単位

　 ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

　 ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

東扇島第一物流ｾﾝﾀｰ 3,267 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

東扇島第２物流センター 2,164 t-CO2
東扇島ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ・サービス・ｽﾃｰｼｮﾝ 2,157 t-CO2

t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

7,577
t-CO2

t-CO2

7,593

　 イ　第３号該当者等

事業所数

事業所の所在地
事業所に係る
事業の名称

日本標準産業分類

細分類番号

100～200kl 未満

温室効果ガス
の排出の量

100kl 未満 1

300～400kl 未満

温室効果ガス
の排出の量

4721

温室効果ガス
の排出の量

事業所に係る
事業の名称

食品の冷蔵・冷凍保管

川崎市川崎区東扇島17-8 4721 食品の冷蔵・冷凍保管

事業所に係る
事業の名称

エネルギー使用量の規模 事業所数

400～500kl 未満

日本標準産業分類
細分類番号

食品の冷蔵・冷凍保管

事業所の所在地

200～300kl 未満

事業所の所在地

川崎市川崎区東扇島17-8

川崎市川崎区東扇島24

日本標準産業分類
細分類番号

4721
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